
Title ソ連邦における第1次五ヶ年計画の進展と工場技能学校制度の展開

Author(s) 桑原, 清

Citation 北海道大學教育學部紀要, 37, 159-180

Issue Date 1980-12

Doc URL https://hdl.handle.net/2115/29229

Type departmental bulletin paper

File Information 37_P159-180.pdf

Hokkaido University Collection of Scholarly and Academic Papers : HUSCAP



ソ連邦における第1次五ヶ年計画の進展と

工場技能学校制度の展開

桑原清

Pa3BHTHe nepBO訪日~TH~eTKH H pa3BepTbtBaHHe CHCTeMbt 

国KO~ 中aõpWIHO-3aBO江CKoro y可eHHQeCTBaB CCCP 
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はじめに

本稿は，第1次五ヶ年計爵における工場技能学校の状況について考察し，工場技能学校が

レーニンやグループスカヤの構築した理念一一職業一総合技術主義1)を如何に自らのうちに体

現していったのかを解明することを課題としている。これは権力を把握し，社会主義建設を遂

行しているソビエト政府が革命当初の教育諸理念を如何に受け継ぎ，発展させえたのか，;tた

諸理念の実現を摺難にする現実にどのように対処していったのかということを明らかにするた

めの一作業でもある2)。

ここで用いた主な資料は，ロシア共和国教育人民委員部付属中央職業技術教育委員会年

少労働者学校部発行の『労働者学校の生活.JJ <<)K1I3Hb Pa60Qeii IllKOJIbI>> (1923 年~1931 年，

モスクワ。後に連邦最高菌民経済会議，コムソモール中央委員会，全連邦労働組合中央会議，

ロシア共和関教育人民委員部の機関誌となり，誌名は 1931年に『社会主義工業要員.JJ<<Ka，ll，pbI 

COu.沼aJIIICTIIQeCKO政npOMbIIllJIeHHOCTII>>と変更された)である。

設はじめに

1) 1920年12月-1921年1月の鴎民教育問題党協議会における総合技術教育に対する職業教育活動家たちの

反感と不当な務舗を批判するために， レーニンは 1921年2月に『教育人民委員部の党員活動家にたいす
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る中央委員会の指令J]， [f'教育人民委員部の活動についてJ](レーニン全集，第 32巻，大月議!苫)さと『プラウ

夕、Jに掲載した。その中で耳造業教育と一般総合技術知識を結びつけた「尊重業一総合技術教育j の必婆伎を
強調した。

2) また，村山土郎氏は r30年代ソピ z ト学校の絞史は，いわゆる左・右の偏向を廃した 31年決定の積極的

側面を発展させることができす、『教育と生活との切らかな断絶』を生み，学校の総合技術化からの変質過

程であったj(村山士郎， r教育実践と学校づくり論の線題j，[f'教育J]， ~o. 382， 1980年3JL 25ページ。)

という仮説を提起している。興味深い提起であるが筆者にとっての関心は，何故「学校の総合技術化が変

質jするようなことになったのか，当時の総合技術教育は如何に環解され，その実現を阻む要素は何であ

ったのかということにある。本稿はその準備作業のーっとしての意味をもっと考える。

1. 計画経済の開始とエ場技能学校網の拡大

1. 第1次五ヶ年計画と熟緯労働力の需要の増大

(1) 第1次五ヶ年計闘の自擦

ソ連邦共産党第15回大会 (1927年 12月)は， 決議「盟民経済五ヶ年計闘作成にかんする

指令についてjl)(O.ll.叩eKTHBaxIIO COCTaBJleHHIO lUITllJleTHerO IIJlaHa HapO.ll.HOrO X03RUCTBa) 

を採択した。その後，計磁の日襟，テンポ等を決定する五ヶ年計回の完成作業が急速に進行し

ていったが，計画の完成作業の過程においては，計闘遂行の方法をめぐる考え方の不一致が存

在した。それは，重工業の髄先，経済の自主性を自明のことと承認した上での工業化のテンポ

に関してであった。五ヶ年計画作成の最終的段暗にあたる第 16回党協議会 (1929年4月)のた

めに，ゴスプラン2)は2つの計画案，すなわち最小限案と最大限案を準備したが，協議会は最

大隈案を採択したのである3)。

この採択された計画自擦，発展のテンポは，アメリカや他のヨーロッパ諸簡の発展のテン

ポと比較すると極めて高いものでありめ， ソビエト連邦を先進工業国に引き上げなければなら

ないとしづ意気込みと，その反面としての国民生活の緊張を充分に感じさせるものであった。

計画は以前の5年間に社会主義セグターに投資された111億ループワに対して 4倍強の

462寵ループワの投資をおこない，そのうち工業に 191億ループワの投資を予定した。重工業

に対する投資は147鰭ループリ(約77%)であり， 先進資本主義諸国に一刻も早く追いつき，

そして追い抜くための具体的保捧となる重工業の優先策を実施しようとしたのである。工業生

産高2.8倍， うち重工業生産高3.3倍，電力 50億キロワット/時一→220億キロワット/時，銑

鉄350万トンー→1，000万トン，石炭3，500万トン一一→7，500万トン，機械生産3.5倍，農業機械

生産4倍，化学肥料17万5千トンー→800万トンとし、う基幹部門の目標も明らかにされたへ

これらのことを内容とする計画をゲ・エム・クルジジャノーフスキー (f.M. Kp滋日米部OBCK凶
〔ゴスプラン議長))とヴェ・ヴェ・クイピィシェフ(B.B. Ky泌bIIueB(最高閣民経済会議議長))

は，第5回全連邦ソピ、エト大会 (1929年5月)において報告し，大会は計闘を承認した。

国民経済における楽観的見通しを前提にした五ヶ年計額約の遂行のため，ソビ、エト国家は

壮大な事業に着手していった。五ヶ年計画の重点の一つは，主として重工業における多数の大

企業の建設であり，その中でもっとも重要な位鷺を占めていたものは以下の諸工場等の建設で

あった。マグニタゴールスグ，クズネック，ザポロジェの鉄鋼工場，ポルガグラード，カルコ

フ，チ z リャピンスクのトラクター工場， ウラルとノボクラマトルスクの重機械製作工場，ボ

ブザコボとベレズニキの化学プラント，モスクワ第1ボールベアリング工場，モスクワの自動

車工場，ドニエブツレの水力発電所7)。第1次五ヶ年計画時に 1，500もの新しい企業を建設するこ
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とがで、きたので、あるが，これらの建設事業を実際に遂行するにあたっては， ソビエト勤労人民

の不思で英雄的な奮闘がその基礎にあったのである。イタリア共産党の記者，ジュゼ、ッベ・ポッ

プァ (GiuseppeBoffa)は，著書『ソ連邦史』第2巻において， この建設事業に参加した人々

の状況について次のように記している。「何万という人関が実際にただ自分の腕だけをたより

に建設を開始した。……有名なグラバールキ〔手押率〕もあって，早朝から真夜中まで珠数つ

なぎになって動いた。……建設者たちは，はじめはテントに泊り，あとで木造のパラックに移

ったが，一棟に 80人が詰めこまれ，ひとりあたりニ平方メートルもなかった。J8)

このようなソビ、z ト人民の奮闘は，五ヶ年計閣の開始とともに急速な広がりをもった社会

主義競争と突撃掠運動を背景としていた。そして，かくのごとき五ヶ年計繭達成事業のとりく

みを基礎に， 1930年になると計踊遂行のための新たな提起がおこなわれるのである。それは第

16 回党大会 (1930 年 6~7 月)におけるイ・ヴ且・スターリン (11. B. CTaJIHH)が報告の中で明ら

かにした計画自擦の引き上げ要求である。

スターリンは報告において，社会主義工業が大きな成功をおさめ，世界のどの国も大工業

のこのように猛烈な発展のテンポを経験してはおらず，この状況が五ヶ年計画を 4年で達成す

るという主張の根拠となっていると述べた。そして石油，泥炭，一般機械製作，農業機械製作

等の工業部門が2年からおそくとも 3年で五ヶ年計画を達成するであろう9) と報告し，また銑

鉄の尽標を 1，000万トンから 1，700万トンに引き上げることが必要であるとした向。

五ヶ年計画の巨大な百擦を達成するために必要な労働力をどこから補充するのかという問

題について，最高国民経済会議は計画な以下のように作成したのである。

(2) 最高盟民経済会議の労働力養成計繭

五ヶ年計画における労働力計画は，勤労者総数を 1928年の 1，159万9千人から 1933年の

1，576万3千人と算出し， そのうち工業部門を 353万4千人から 460万2千人に， 運輸・通信

部門を 136万5千人から 154万4千人に，建設部門を 72万3千人から 188万2千人に増加さ

せることを予定した11)。建設部門の増加率が高いのは新企業・工場等の大規模な建設を急速に

おしすすめる必要があったからである。

表-1 部門別の労働力の需要12)

護工業 ?も 軽工業 ?も 工業全体

(人) (人) (人) (~ら)

減少回復 100，900 39.1 141，500 52.3 242，400 45.8 

士論 方自 157，400 60.9 129，000 47.7 286，4∞ 54.2 

総 言十 258，300 100.0 270，500 100.0 528，800 100.0 

言十

(人)

減少凶復 43，300 45，500 48，200 50，700 54，600 242，300 

土器 方日 37，400 48，000 57，600 62，200 81，300 286，500 

総 五十 80，700 93，500 105，800 112，900 135，900 528，800 
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このような中で連邦最高国民経済会議は，五ヶ年計画における組織的準備教育を必要とす

る労働者の需要と供給のプランを作成した。作成されたプランによると準備教育を必要とする

労働力の工業による総需要は 52万8，800人であった。重工業と軽工業における労働力の需要，

各年度の労働力の需要は表-1，表一2のとおりである。

また，教育施設別の労働力の供給の模様は表-3のとおりとされた。

表-3 労働力供給バランス14)

1928/29年度 1929/30年度 1930/31年度 1931/32年度 1932/33年度 総計 ?ら
(人) (人) (人) (人) (人) (人)

工場技能学校 19，800 20，900 22，700 24，500 26，900 114，300 21.6 

個人5JJj・斑5JJj技能教育 24，600 26，300 28，600 30，700 32，400 142，500 27.6 

労働者職業技術講習会 6，000 8，000 11，000 14，500 11.3 

中央労働研究所 8，200 12，200 18，200 20，000 24，500 93，100 15.7 

職 主主 Aマムι州 校 4，000 4，000 4，500 5，000 6，000 23，500 4.4 

内部移動および労働市場 18，200 21，000 21，200 19，500 25，900 105，800 20.6 

全 体 80，200 95，400 114，800 114，800 135，700 528，700 100.0 

最高閣民経済会議のこの労働力需要計画作成時においては，かなりの部分の労働者が現に

働いている労働者から補充され，あまり熟練していない労働者による，より熟練した労働への

内部移動によって補充されている状況であった。このような状況は，労働生産性の向上および

労働規律ということからすると大きな問題を内包しているものであった。その克服という意味

から，最高国民経済会議の五ヶ年計画は，労働力養成の重点を組織的教育に移し，非組織的な

養成の役割を最小限度におさえるということを意歯していたのである向。

また，それぞれの教育施設の定員も表-4のように増加が見込まれていた。

表-4 各教育施設の定員の増加16)

1927/28年度

(人)
即時度l…
(人人人 CA) 人)

工場技能学校 57，000 58，900 62，200 66，400 70，900 76，100 

イ題人5JJj・班別技能教育 48，000 39，900 42，500 44，200 47，300 50，800 

成人労働者のための言語習会 24，000 36，000 60，600 75，000 90，000 100，000 

2. 労働力確保・養成のための措置と工場技能学校の大震建設

五ヶ年計画の採択後，政府と党は労働力機保・養成事業の強化の必要を諸決議において指

摘し，その具体化のための措置を実施していった。これらの政府および党の決議は，工業への

農村人口の大量の流入による作業能率の低下，労{動規律の低下とし、う状況な背景としていたの

である。復興期から工業化の時期において，農村人口の流出は， 1924/25年一一ー286万7，800人，

1925/26年一一328万5，200人， 1926/27年一…314万5，100人， 1927/28年一-396万2，900ん

1928/29年一-428万3，800人17)と増加の一途をたどっ... (¥，、る。 1928/29年の 90.6%に相当す

る388万766人は非農業部門に従事し，そのうち木材浮送・調達一一35%，建設 -24%，雑

役一一12%. 工場・手工業一一9%. 鉱山一-4%. 泥炭採揖一一3%18)，という割合で各部門
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に流入していった。このように，農村過剰人口の各産業部門への流入によって，建設・工業・

鉱業においては，新しい機械の扱い方を知らない，そして専門的養成を受けていない労働者が

圧倒的になるのであるお)。大最の未熟練労働者の工業への流入は，一方において，労働生産性

の低下をもたらすとともに，他方において，無規律，遅刻，欠勤等の労働規律の低下をともな

うものであった。

このような現象は五ヶ年計画の初期においておこり，社会主義的計癌経済の遂行，発撲に

とって重大な問題として党中央に危機感を抱かせたのである。そして党中央委員会は『労働規

律の向上についての全党機関に対するソ連邦共産党(ボ)中央委員会の手紙jJ(口HCbMO日K

BKI1 (6) BceM napTH続出，1MOpraHH3a日間M 0 nO.ll.HHTHH TPY.ll.OBO負.ll.HClI，HnJIHHbl)を1929年2月

21日に発表し，無規律，不良品の生産，欠勤，官僚主義に対する闘争と高い労働規律と労働生産

性の最大限の向上をめざす闘争に全ての共産党員とa覚的労働者を動員することを全党機関に
呼びかけた。 f手紙』は， r経済計画の不緩行は今年の経済的困難をなおいっそう増大させ，社
会主義建設の発展と労働者階級の物質的福利のしかるべき保障に対する脅威をつくりだすJ20)

ものであると述べ，それ放に労働生産性と労働規律の向上の問題は，現在，以前よりもずっと

大きなものであって， また党・ソピエト・労働組合機関の活動において「最も重要な部門i1)

でなければならないとした。そして，技師一技手の側や工場管理部，企業長，経理部の側から

の管理一技術的指導の弱さが r規律の低下に少なからぬ役割を果している J22) と指摘して，そ
れらの管理一技術的指導の重要さを強調したのである。

以上のような農村人口の工業への大量の流入にともなう労働規律の低下に対する規制措置

を設けて労働生産性の向上をはかる一方，工業が必要とする熟練労働者カードルの養成にかん

する措置も，政府・党中央委員会は実施してゆくのである。 1929年12月5日に， ソ連邦共産

党(ボ)中央委員会は決定 f労働者階級のカード、ルの増加，失業者の状態およびその緩和措置に

ついてjJ23)(0 pOCTe Ka.ll.pOB pa6o'lero KJIaCCa， COCTOHH聞 6e3pa6oTHlI，bl託 MeponpHHTHlIXK ee 

OCJIa6JIeHHω) を採択し， 1)ソ連邦労働人民委員部とその地方機関に熟練労働力養成の全般的

計画，調整，統制および直接的実地指導等を課し， 2)短期間に種々の工業・運輸部門の熟練労

{勤者の需要を明らかにし，工業の再編・合理化によってひきおこされている労働力構成と技能

資格の変化を調査し，工業・運輸・農業等の部門に熱練労働者を保揮する措置を作成すること

を労働人民委員部，最高国民経済会議，交通人民委員部，ソ連邦労働組合中央会議に委ね， 3) 

すべての形態の熟練労働力の養成，再教育，第一に工場技能学校網と生徒定員を拡大すること

を必要とし，すべての現行の形態の熟練労働力養成・再教育の拡大のための捨量を短期間に作

成することをソ連邦ゴスプランに委ねた，のである。

1930年1月11臼にソ連邦人民委員会議は決定『新工場に熟練労働力を磁保する計掴につ

いてjJ24)(0 nJIaHe o6ec日間開閉 HOBblX3aBO.ll.OB KBaJIHφHlI，HpOBaHHO鼠 pa60明負 CHJIO殺)を採択

し，その中で以下のことを指示した。 1)新しく建設される工場のための労働力を養成する工場

技能学校，大衆的職業学校の建設に2千万ループリ 25)支出する。 2)当該の経済諸機関の指示に

したがって，工場技能学校，大衆的職業学校，職業技術学校の卒業生に3年間工場で働く義務

を負わせる。 3)最高国民経済会議に次の捨霊堂をとることを委ねる。①工場技能学校・大衆的職

業学校網の拡大，およびこれらの学校のための新しい建物の建設を速め，@よりよい設備を設

置する，ためのあらゆる措鷺をとる。 4)地方ソピ、エトに，これらの学校網の拡大に対して特別

な注意を払うことが必要であることを指示する。
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以上の決定合含めて，各々の部門のための労働力養成措置は 1929年から 1930年にかけて

提起され28)，その実施の過程において工場技能学校(大衆的職業学校)縞および，その定員は急速

に増大するのである。工場技能学校と生徒数の増大は1928/29年度 2，519校， 27.26万人，19291 

30年度 2，711校， 32.31万人， 1930/31年度 3，265校， 58.47万人， 1931/32年度 3，970校， 97.5 

万人的である。 1928/29年度を 100とすると，1931/32年度は学校数において 158，生徒数にお

いて 306である。 このように 1929~31， 32年にかけて工場技能学校網，生徒数の増大は五ヶ

年計画が提起した新しい工場への労働力供給の必要性を主要な裏づけとしておこなわれたので

ある。

詮 I

1) KnCC B pe30JIIOIJ;H耳X認 pellIeHH克XC'be3瓦OB，KOHφepeHIJ;H晶沼田eHyMoBUK， T. 4， MocKBa， 1970 r.， 

CTp. 31-51. 

2) ゴスプラン (rocy .llapCTBeHHa耳IIJIaHOBaHKOMHCCHH COBeTa MHHHCTpOB CCCP) (ソ連邦男契僚会議関

家計商委員会〕は 1921年2月に設立され， ソ連邦の経善寺発展言十磁・年度計画の作成， 点検をおこなう計

爵機関として機絡した。〔経済学辞典綴築委員会編『経済学辞典J]，大月議席， 1979年， 315ベージ。〕

3)最小限署長と最火限案は以下のとおりである。
(単位 10億ノレーブ九当該年度価格)

--------計商事長および年度 救 小 限 案¥一11927ρ8 11927/281加川
1.国 J3;; 所 得 24.7 27.5 30.5 33.5 36.9 40.6 169.0 

2. i肖 主雪 フォ ン ド 20.0 21.3 22‘8 24.5 26.7 29.6 124.9 

国民所得tこしめる比議(%) 80.1 77.4 74.9 73.0 72.4 73.0 73.9 

3. 寄与積フォンド(実質蓄積)* 4.66 6.22 7.67 9.04 10.20 10.95 44.08 

国民所得にしめる比重量(%) 18.9 22.6 25.1 27.0 27.6 27.0 26.1 

計簡素京王京王手度 絞 大 阪 柔

一一11927畑一19281291脚/叩93013111931/3そ119321判5年間
1.悶 民 所 f早 24.7 27.5 30.9 34.8 38.7 43.3 175.2 

2. i民 星空 フ;t ン ド 20.0 21.3 22.2 23.6 25.8 28.8 121.7 

国民所得にしめる比重(%) 80.1 77.4 71.8 67.9 66.8 66.4 69.5 

3. 蓄積フォンド(実質蓄積)ネ 4.66 6.22 8.71 11.18 12.85 14.54 53.54 

国民所得にしめる比重量(%) 18.9 22.6 28.2 32.1 33.2 33.6 30.5 

設: 減価償却分は控除

出所 MauriceDobb， Soviet Economic Development Since 1917， Revised， Enlarged 

Edition， New Y ork， 1966， p‘236. (小ill洋司，rソピエト社会主義建設における転換点
一一スターリン主義の成立J，Ii'現代と思想、J]， 32号， 1978年， 41ベージ。〕

4) アメジカの工業生産の年平均滋加率は， 19世紀の中頃に 10%に透したのを除けtf，いずれもそれ以下で

あり 9-'"ツパ諸国においては， 産業革命期 (1780~1790 年)のイギリス工業の年平均増加率 5.26% が

「銘記すべきj等実という評価をうける程の増加率であった。〔照稔， rソビエト工業生産の分析J，Ii'一橋
大学経済研究幾重量・8J]， 1956年， 73-74ベージ参照。〕

それに対して，ソ連邦の五ヶ年計画における年平均増加率は 20%以上を予定していた。(lI1ecT託a)以仕

THaH 即日中旬eHn;HHBKn (6)， CTeHorp坤別ec闘員 OT明 T，MocKBa， 1962 r.，目p‘58.)

5)出e廿Ha.llIJ;aTHa耳即時epeHIJ;寝耳 BKn(6)，CTeHorpactH'leCK路島 OT'leT，CTp. 622. 
6)言十磁は，収穫はみな重量作であり，経済の質的指様一生産コスト，労働生産性，ヘクターノレあたり収重量ーは
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顕著に改善され，対外貿易は信用または絞大恨の輸出可能性のおかげで増加する，絞後に室事著葬祭の負強は

減少する，という楽観的な予怒を吉iJ援としていたのである。 (G.ポップァ著，坂井信義，大久保昭男訳

fソ連邦史j，第2毛主，大月議活， 1980年， 58ベージ。〕

7) エ・ハーピンミ寄，万江蓄普段編集部訳， rソ連工業発達史j，刀i'I議鋭， 1968年， 62ベージ。
8) G・ポップア， rソ連邦央j，第2主主， 59ベ{ジ。
9) XVI C'be3瓦 BceCOlO3HO詰 KOMMyHHCTHqeCKO註 ITapTHH (6)， CTeHorpa中沼qeCK沼註 OT可eT，MocKBa， 

JIeHHHrpa，n:， 1930 r.， CTp. 27. 

10) TaM iKe， CTp. 44 またその他に， トラクターが 55，000台から 17万台， 自動王手が 10万台から 20万台に

引き上げられた。

11) ソヴェート聯邦商家計三愛委員禽編纂， Jj'ソヴェート聯ヂs第一次五ヶ年計議遂行資皇賞d1，日露協会， 1933年，
統計表 28ベージ。

12)“IToTpe6HOCTb B KBaJl時間HpOBaHHO註p括的eliCHJle，" )KH3Hb Pa60可時 lllKOJlbI，MocKBa， 1929 

r.， Ng 3-4， CTp. 108. 
13) TaM iKe，口p.109. 
14) TaM iKe， CTp. 112. この表は，個々の数伎の和と全体の数僚が一致しないという点で必ずしもIE確な表

という訳ではないが，全体と個々のパランスは表示しているものと思える。

1日均5め)

16匂)‘“‘IToTpe6HOCTbB KBaJλII琵f<ψþl沼f~HpOBaI波fH叩fωO詰 pa60可e詰 Cl諸HJlh弘l， C白Tp.112. 定員と労働力祭主要の関係について

はたとえば工場技能学校の場合 3年制iと2年f械が合計されて工場技能学校とされているため単純に定員

に 1/3や 1/2をかけたものが繁華喜数という訳にはいかない。しかしながら定員の増加と需要の増加を比車交

すると常;1こ定員が策要をよまわっていることがわかる。

17) P. IT. ，Ua，n:bIKHH;“o qHCJleHHOCTH諸施CTO可HHKaxIIOIIO沼HeH寝耳 pa60qeroKJlaCCa CCCP (1928-
1937 rr.)，" I1CTOp問 eCKH告3aIIHCKH，87， MocKBa， 1971 r.， CTp. 34. 

18) TaM iKe. 
19)段高閣民経済会議の労働力養成計爾に基づけば， 1928/29年度においての組織的な形態の教育を受けた労

働者が 8万 200人であるのに対し，幾村流出入口のうち，工場・手工業労働者として工業に流入する者は

約 35万人 (388万 766人の 9%に相当する)である。

20) KITCC B pe30四明日XH peweHH耳X山田，n:OB，KOH<þep巴I1~H註 H IIJleHyMoB日K，T.4， MOCK耳a，1970 r.， 
CTp. 169. 

21) TaM iKe. 
22) TaM )託。 CTp.170. 

23) I1HCTHTyT IIJlaHHpOBaHHll H opraHH3a~H沼 Hapo瓜Horo 06pa30BaHHll;“江路peKTHBbIBKIT (6) IIO 

BOIIpoca祝日pOCBeweHHll，"TpeTbe H3，n:a問 e，IIepecMoTpeHHo告沼，n:OIIOJlHeHHOe，MocKBa， JIeHHHr-

pa，n:， 1931 r.， CTp. 164-166. 

24) COCTaBHJlH， 11.φ. 3aKOJlo，n:KHH， B. B. MOp030B， A. P.日0，n:3eMCK抱負;0 KyJlbTypHOM cTpOHTeJlか

CTBe， MocKBa， 1930 r.， CTp. 324-327. 

25) ゴスプランによる 1929/30年度の教育予算の見積りは 5億 4，600万ノレープリであり，約 3.7%である。

B. H. ITaH<tHJlOB; KyJlbTypHble IIllTHJleTKH HX aHaJlH3 H KPHT沼Ka，H3，n:aH沼eBTopoe IIepepa60-
TaHHoe， MocKBa，λeH沼Hrpa瓦， 1930 r.， CTp. 157. 

26)各部門別の主要なソ連邦共産党(ボ)中央委員会決定は以下の通りである。

石炭工業:①o3a，n:aQaX yrOJlb紅0註IIpOMbIWJleHHOCTH(1929年 1月 17日)②oIIo，n:rOTOBKe 
Ka瓜pOB，n:Jlll KY36acca (1930年 10月 26臼)

繊維工業 1929年 5月3日付決定

電機工業 opa60T邑 focy，n:apCTBeHHoro3JleKTpOTeXHHQeCKOrO Tp芭白邑 (1930年 3月 19日)
建設業 oyJlyQWeHHH npoやecc蕊OHaJlbHO員pa60TbIHa HOBblX cTpOHTeJlbCTBaX (1930年 1月)
林 業 oCOCTO耳目HHH pa60Te KapeJlbCKO員HApxaHr告JlbCKO畳間pTopraHH3a~班員 (1929 年

8Jj) 

海上貿易 1930年 8月 1日付決定

コノレホーズ: ① 06yCH♂eHH諸 Ka，n:pOBKOJlX03HbIX pa60TH沼KOB(1929年4月12E) ② 06 HTorax 
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路瓦aJIbHe最lIIsX3a瓦a'laxKOJIX03HOrO cTposTeJIbCTBa (1929年 11月17S) ③ O 

TeMue KOJIJIeKT狙Bs3au.sss Mepax rrOMOIII.s rocy瓦apCTBaKOJIX03HOMy cTposTeJIb幽
CTBy (1930年 1月5S) 

27) TI. B. TIPOXOPOBs'l， .11. r. KOBaJIeHKO; 0司epKpa3BsTsH COBeTCKO誼 rrpo中ecc沼OHaJIbHO-TeXH沼'le-
CKO誌lIIKOJIbI， MsHCK， 1975 r.， CTp. 72. 主主潟溺民緩済会議の資料との定員数のずれは，絞高国民経済会

議室が工業部門に限ってであり，他の運輸，建設部門が含まれていないことからおこったものと考えられる。

11. 工場技能学校における社会主義競争と生徒の状況

1. 食業における社会主義競争の援起

第 1次五ヶ年計踊の作成の最終的段階である 1929年 1月15日に，共産党中央委員会機関

紙『労働者新聞jJ(Pa6o'l朗 ra3eTa)は，工場開に生産費の節減というような重要な指擦につい

ての生産上の呼びかけを組織することを提起した。そして党中央委員会は， 1月初日の fプラ

ウダ』に， レーニンの競争についての考えを労働者にひろめ，広範な社会主義競争をまきおこ

すために，彼の論文『競争をどう組織するかjJ(KaK OpraHH30BaTb COpeBHOB聞配?)を掲載する

ことを決定した。そしてレーニンの論文は労働者の集会において読まれ1)，労働者は社会主義

競争について活発に論議等をおこなったので、ある。さらに1月初日付『コムソモールスカヤ・

プラウダjJ((KOMCOMOJIbCK昭 npaBぇa)は生産費の節減，製品の質の向上のための全連邦的レベ

ルで、の競争を組織することを呼びかけた2)。

レーニンは前記の論文において「社会主義は競争の火を消さないばかりでなく，反対にこ

れを真にひろく，真に大衆的な規模で応用し，勤労者の大多数合つぎのような活動舞台にひき

いれて，彼らがここで自分の本領を発錯し，その能力をのばし，まだ一度もくみだしたことの

ない泉として人民のなかにひそんでいるところの，そして資本主義が幾千幾百万となくもみく

ちゃにし，おしつぶし，しめころしてきたところの，天分を発揮する可能性をはじめてっくり

だすi)と競争の意義を述べ，社会主義が必要とする全人民的な記帳と統制のための実践的組
織者が，様々な問題をめぐってのコミュ一人自治関体，消費一生産摺体と組合，労働者・兵

士・農民代表ソヴェトの競争の中から「ぬきんでて現れ，上の方に，全国家的統治の仕事に抜

擢され」めることを予測し，広範に社会主義競争を展開させることを呼びかけたのである。

このような『プラウダ』に掲載されたレーニンの論文， および rコムソモールスカヤ・プ
ラウダ』の生漆費の節減，製品の質の向上をめざす社会主義競争の呼びかけは，早速，第1ア

ノレチェモーフスグ管区ゴ、ルローフカ鉱山の労働者のルガンスコイェ管区イルミンスク鉱出の労

働者への社会主義競争の呼びかけ (1929年 1月31日付 F労働者新開』に掲載)をひきおこし，

ドンパスの多くの鉱山を競争にひき入れた5)。 さらにレニングラードの『クラースヌィ・ヴィ

ボルジェツ』工場の労撤者はソ連邦のすべての企業に社会主義競争を呼びかけ，それに対して

カーメネフ文房具工場の応答が fプラウダ』に掲載され，使い古された設備にもかかわらず，

かなりの成果をあげ， 250万ループジの利益をえたことが紹介された。そしてソ連邦の全文房

具工場にメーデーに敬意を表すべく社会主義競争を発渓させることを呼びかけたのである6)。

以上のような企業，工場，およびそれぞれの生産単位における社会主義競争の運動によ

り具体的な課題を与え，広範な勤労大衆を社会主義競争にひきいれるために，党中央委員会

は決定『諸工場の社会主義競争についてjJ(0 COUHaJIHCTHQeCKOM cope聞OBaH附 φa6pHKH 

3a加えOB)を 1929年5月9日に採択した。それは具体的課題を，(D生産財政計調の遂行と超
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過達成，@生産費の節減・労働生産性の向上の予定規準の遂行と超過達成，@製品の質の改

良，④ずる休み，不良品とのたたかい，@雑費の削減，@模範的生産規律の達成，⑦労働

者の発明・工夫を広くとり入れた技術的改良の積極的実施と生産の合理化7)，とした。 これら

の課題の遂行の決定的な条件は労働者大衆の白覚的で、積極的な競争への参加で、あるとして，社

会主義競争への参加にかんするすべての呼びかけや決議は，必ず企業や職場の集会を通してお

こなわければならないとしたのであるへさらに， この競争はソホーズ， コルホーズ，協同組

合，ソビエト機関，学校，病院等でも広範に展開しなければならない9)と述べ，国民生活のあ

らゆる部門においてとりくまれる必要があるとしたのである。この社会主義競争は，突撃作業

運動向 (y，n:apHHQeCTBO)とともに，社会主義建設のもっとも有効な方法のーっとしての位置を占

め教育の領域においても広範に展開されるのである。

第1次五ヶ年計踊の時期に再三，文化建設部門(教育を含んで)は経済建設部門に対して

遅れをとっているという指織がなされた。 1930年8月におこなわれた第1回総合技術教育大

会の決議は， r文化戦線は社会主義建設の遅れた参加者に甘んじているままであり，労働者賠級
のなおいっそうの攻勢の障害でありうる Jll)と述べ， そして文化戦線における社会主義競争の

テンポと生産効率を問答している主要な原霞を以下のものとした。①一部の教師の不十分な

階級意識と政治活動，②反動的および遅れた分子の教師の側からの皮抗，@経済諸機関の側

からの社会主義競争への不十分な関与と援助，@連邦諸機関の側jからの不十分な指導12)であ

る。そして，文化戦線における社会主義競争は文化革命のテンポを速めることと，生産活動の

質の向上の大前提であるばかりでなく，教師を社会主義建設の積機的参加者にする前提でもあ

るとして「自己変革」の場としての位置を占めていたのである。

2. 工場技能学校における社会主義競争の実施と生徒の状況

(1) 工場技能学校における社会主義競争の導入

社会主義競争が経済の全戦線にわたって展開されている状況にあって，工場技能学校も社

会主義競争に積極的に関与していった。それは工場技能学校が，ただの教育施設というばかり

でなく，国民経済が必要とする熟練労働者を養成する教育施設でもあったから，なおさらさ当然

のことであった。そしてこのことは，個々の企業， トラスト等で実施されていったのである。

たとえば『ユーガスタリJJ(IOrOCTaJlh) トラストのデ・ドゥローズドフ(瓦，且p03えOB)は，労働

力養成施設における社会主義競争を以下の演目についておこなうことを提起した。 ①年少者

採用規準の遵守および採用者の生産・理論教授への包摂率の高さ， ②教育終了者の生産(工

場)への定着率の高さ，③様々な型の養成の教育費の節減率の高さ，④学校および教育職場

の建設，それらの設備の充実度の高さ， ⑤養成の質(等級ごとの卒業)の高さ，@教育職場

の独立採算制およびそこでの製品の質の高さ，⑦夜間職業技術講習会を還しての労働者の技

能資格の向上，@工場技能学校および講習会の職員の移動率の低さ，@五ヶ年計画の時期の

種々の型の養成形態による労働者需要の確保率の高さ均等である。

ドゥローズドフは，それらの項おをいかにしたら熟練労働力養成がより成果をあげること

ができるのかとし寸立場から，彼の管轄であるところの『ユーガスタリ』トラストの現状を踏

えて提起しているのである。彼はトラスト内の工場開における，①採用された年少者の教育

への包摂率14))②教育費の節減15)，@移動率の低減16)についての競争を提起し，それぞれの効

果な諸工場開で競争させることによってより高いものに到達させることをねらったのである。

このような様々な項目にわたる社会主義競争は工場技能学校の教職員の{磁からだけでは，けつ
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して効果をあげることができないものであった。熟練労働者になるべく教育を受けている生

徒の創意ある自主的な活動と合致する時にはじめて有機的に成果となるのであった。この生徒

の間での社会主義競争の普及には，コムソモールがその核となって活動し，競争をより高い段

階へむけて高めてゆくのである。

(2) 生徒の社会主義競争への参加

様々な工場，企業の工場技能学校における生徒の社会主義競争への参加は，共通して生徒

または工場技能学校の全構成部分の代表からなる全部門にわたる活動の点検(検討)委員会の

ということに始まる。さらに，それぞれの点検項gにわたっての報告醤の作成，または新

開への点検報告の掲載，そして生徒総会・学年集会におけるそれらの論議，等がおこなわれる

のである。国家電気工業トラスト工場技能学校では，上級の学年集会で規律，成績，出席率の

向上にかんする各学年の活動が審議され，成績を全般的に向上させるために生徒を3つのグ、ル

ープに分け，もっとも遅れたグループ。に教師の注意を十分にいきわたらせることによって成綴

不振者の学習成果を引きあげるような措置もとられた。また教育費の節減という目標をたて，

資材の経済的な消費と工作機械および工具に対する慎重な取り扱いによって生徒1人1年平均

42ループリ教育費を節減させる g擦をたてたのである向。

モスクワ川沿岸地区工場技能学校では，総点検委員会の活動計画は作業場の設備，生産教

授の要目および方法の検討，卒業生の工場における定着，等にかんする点検活動を主要な内容

としていた。そして生産の合理化と，教育費の節減も重要な問題として位置づいていた向。

航トラスト工場工場技能学校の競争スローガンは「何があろうとも 100%まで生産要綱

を遂行し，さらに教育費の節減を達成すること J19)であり，教育費の節減を実績としてあげ

(1926/27年度56ループ九 1927/28年度44ループ人 1928/29年度38-39ループリ)，なおい

っそうの節減を呼びかけている。

生徒の社会主義競争の点検項目，自擦の点検は，様々な段暗における批判一自己批判とい

う方法によって弱点や欠臨を克騒ずるやり方をともなれプモ工場技能学校では，ずる休み，

遅刻者，内部規律違反者を明らかにする班がつくられ，彼らの氏名を新開に掲載することもお

こなわれるのである料。次に，点検内容がし、かなるものであったのかを明らかにするためにア

モ工場技能学校の資料をあげる。

点検内容

1.学校，財政状況，建造物，設備。

2. インストラクター・教育職員の質とその改良のための活動。

3. インストラクター・教育職員は十分配備されているか。

1. 生産教授

1. 学校の準備教育と企業の需要さとの関係はいかなるものであるのか。

2. 工場技能学校の製品と工場の製品(品質，生産量)。

3. 生産教授の組織と方法。

4. 生産教授，資材および設備に対する生徒の態度。

5. 学校は自己の設備と資材で生産上の経験をつくったのか(すなわち，それらの遂行の成果はいか

なるものであるのか)。

6. 現在の学校の実際の教育費。この2年間の教育費の節減についての学校の活動。

7. 工場技能学校の生徒と成人労働者の製品の最と費用。教育年度別の独立採算制の割合。
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8. 企業においていかなる合理化措置が2年間でとられたのか，そして，これに関して学校は活動を

どのように変えたのか。

9. 学校は7時間労働日への企業の移行にいかに関与したのか(鶏関節の卒業とその技能資格，学校

での凝縮された活動への移行)。

10. 学校は労働生産性の向上，費用の節減，労働者の労働条件の改善をめざすいかなる兵体的提起を

委員会，工場委員会におこなったのか。

11. 学校は他の工場技能学校の経験から何をとり入れ，実施したのか。

12. 設置された実験室・突験職場の，もしそのようなものがあるのならば，それらの活動の成来。

13. 学校は企業の生産一技術サーグノレにいかなる援助をおこなったのか。部屋の提供，サークルの活

動への教育者・インストラクターの招勝。

14 学校は労働者の仕事の過程においてあらわれる諸問題にかんする協議活動を組織したのか0

15. 学校の卒業者の資。

u.理論教授
1. 学校の聖書目は生産と文化革命の要求に適応しているのか。これらの目標に大きく接近するために

何が学校によっておこなわれているのか。

2. 生産教授と理論教授との結合はいかなる方法によっておこなわれているのか。

3. 活動方法。

4. 理論教授に対する工場の態度。

5. 生徒の成績分布と学校はその向上のために何をしているのか。

6. 遊刻と欠席，および労働規律違反の処罰。

7. 学校は生徒の成績をいかに点検し，切るみに出された欠陥をいかに克服しているのか(他の専門

への移行，成緩不振者のグループの選定)。

III. 社会一政治教育

1. 学校建設における生徒の積極性。

2. 学校のコムソモール線路および生徒の自治組織の活動。

3. 学校の自発的組織(閤際革命戦士援助機関，ソ連邦防衛・航空化学建設促進協会)の存在，それら

の活動のあり方。

4. 意識的な労働者の教育のあり方，学校は生産に対する妨害行為や生産に対する疎絡な態度がある

場合，いかに対応するのか。

5. 工場技能学校の工場生活との関係，一般的政治カンパニアへのその関与(工業化の公債，団体協

約の締結，生産協議会の点検)，社会守政治活動への参加。

6. 生徒の余較。

7. 反ソビエト的・小ブルジョア的影響，ユダヤ人排斥主義とのたたかいo

IV. 学校の職員

1. 学校の正しい編成(教育的点検，適性心遊学的点検，入学者の準備教育水準，社会的状況，社会的

発達)にかんして学校によっておこなわれたこと，工場技能学校の女子の割合，および社会的活

動司コムソモール活動へ組織する方法。

(3) 生徒の状況と社会的一政治的活動への参加

社会主義競争の包擦の一つに生産の社会的一政治的活動への参加があげられている。 これ

らが目標の一つに掲げられたのは，工場技能学校の生徒の社会的，政治的意識がけっして十分

なものではなく，危検な徴候を内包しているとも判断されたからである。共産主義教育アカデ
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ミーの学生たちによっておこなわれたスベールド口フスク，イジェーフスク， ドニェプルベト

ロフスク，スタージン工場技能学校生に対する無記名アンケートは，そのような生徒の状況

を如実にものがたっている。 工場技能学校に入学した目的は， ①技能資格を獲得するため

(62.8%)，②もっぱら経済的利害のため (20‘6%)，③その後の勉学のための教育を受けるため

(13.8%)，④労働見習期間を篠保するため (2.8%)であり21)，卒業後の進路志望は32.2%が当

該の技能資格にしたがって働くことを希望し 5%が専門でないところで働き， 62.8%が高等

教育機関やテフニクムで学習することを希望している向。また進学を希望する者のほとんどが

経済的に有利であり，エネルギーの消費をそれ程必要としない仕事(匪者，工場の事務所およ

びソビエト機関の事務員等)に従事することを願っているのであった。

さらに生徒組織に加入している者一-5%，労働組合に加入している者一一3.9%でありラ

13.7%がいかなる社会的活動を果すのものぞんでいないのである23)。

また社会的活動に対する参加はモスクワの『槌と鎌』工場，ブノレンゼ名称工場の工場技能

学校ではコムソモール員で、さえ 40% の参加であり，生徒全体では 15~20% まで参加率が低下

するのである。そして第1学年の参加はほとんどゼ口に等しいのである問。

以上のような生徒の社会的一政治的意識状況は， 熟練労働者の養成を第一の任務とし， そ

して社会主義建設を遂行するための階級的に思想堅陣な意識的な労働者をつくりあげなければ

ならない工場技能学校という立場から，当然のこととしてこのような状況を打破する必要性が

生じたのである。そのために，エヌ・エル・スハルーコフ (H.P. Cyxop戸WB)はいくつかの提起

をおこなった。 ①教育部門の長は年少者の社会的一文化的活動を組織する中心とならなけれ

ばならず， この活動に全教師集屈をひき入れるべく努力をする， ②工場の閣議館司書と学校

との結びつきを強化する，③工場や学校の壁新開で，度々討論を組織する必要がある。@社

会科サークノレ，とりわけ現代の政治サークルは学習だけをおこなうのでなく，様々な問題にわ
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生徒に対する宗教アンケートの結果26)
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たる討論に十分な時間をふりあてなければならない25)，等である。

社会主義競争の目標のーっとして反宗教宣伝も少なからぬ位置な占めている。レニングラ

ードの『赤い旗』工場技能学校は生徒の宗教的状況についての無記名アンケートを実施し，

以下の結果(表-1)をえた。

工場技能学校の神を信じている生徒の割合 (6%)は， 統一労働学校におけるそれ (15~

40%)よりも小さいのであるが27)，霊像臓が家にある者や両親が信じている者，そして，神が

いるかいなし、か決めかねていると回答した者の割合を考えあわせると宗教の影響が必ずしもと

るに足りない程脆弱なものではないといえる。そして，神がいるかいないか決めかねていると

回答した者 (65人-30%)のほとんどすべてが女子であり 28)，母親の 42%が信じているという

状況は，社会主義の立場からすると，婦人・女子に対する反宗教教育・宣伝の強化を必要とさ

せるものである。

また， Il'カール・リープクネヒト』名称イェゴーリフスク繊維工場工場技能学校における生

徒に対する無記名アンケートは 11.8%の生徒が熱心な信者であり， 3.3%がはっきりしない生

徒であり 29)，質問「あなたは宗教にいかなる態度をとっているか」に対して好意的一一時10.3%，

普通一一18.8%であり合計すると 291%であり30}，前の問答の合計 15.1%を大きく上まわる。

コムソモール員の簡でも割合が極めて小さいという訳ではなく，男子で信じている者一一3%，

はっきりしない者一一7.6%，合計 10.6%であり，女子では信じている者一-4%，はっきりしな

い者一一17.6%，合計21.6%で，男女合計33.6で%が宗教に対して支持またはあいまいな態度

をとっているのであった町。この工場技能学校においても，反宗教教育・宣伝の活動の強化が

おこなわれるのは言うまでもないことである。

3. 工場技能学校における社会主義競争の意義と問題点

(1) 社会主義競争の意義

工場技能学校における社会主義競争の実施は，学校の様々な実践に少なからぬ成果をもた

らした。労働生産性の向上，教育費の節減がその主要な成果といえるのであるが，それに関連

する諸々のことにも前進，改善がみられるのである。工場における労働に際しての不良品の減

少，機械および工具をより慎重に取り扱うことになったこと，そして理論教授においては前節

で示したようなグループ分けと教師の特別な記慮、によって全体として成績をあげることができ

たことなどがあげられる。個々の点での成果とともに， 生徒の社会的}政治的活動を大きく発

展させるということ，すなわち社会主義を建設するにふさわしい創造的で自覚的な労働者を育

成する手段としての生徒の社会的一政治的活動への積極的参加を位置づけたのである。このこ

とは「よい工場技能学校生は， よい社会活動家でもあるi2)というスローガンに捷縮されて

いる。

このように生徒の社会的一政治的活動への参加が強く呼びかけられ， 様々なレベルでの学内

外の集会等においての学校の現在のあり方の論議，さらに今後改善しなければならない点など

の論議を通しての運動(社会主義競争)のとりくみは，ただ単に五ヶ年計画を遂行する積極的

な労働者を養成するとし、う意味からばかりでなく，生徒の自己変革をより捉進させるという意

味からも『教育的意義』を内包しているのである。この運動は一方で学校の活動の改善という

点からは大きな役舗を果したのであるが，他方で肯定的とはいいがたい結果をもひきおこした

のである。
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(2) 社会主義競争の鶴題点

全ての経済部門にわたる社会主義競争は，大きな成果をそれぞれにもたらしたのであるが

必ずしも矛盾や問題点がなく実践されたという訳ではない。第 16由党大会 (1930年6月)の中

央委員会組織報告においてカガノヴィッチ (KaraHOB則)は r突撃運動に対する反抗の諸事実
が多くの企業に存在している f3)と社会主義競争の一つの形態ともいえる突撃運動に対して反

抗が実在したことを認めている。彼は，それを遅れた労働者集問に影響を与えようと努めてい

るクラーク分子の攻撃であるとみなしているが，一定の「ゆき過ぎJが運動自体にあったが故

に労働者のこのような反抗をひきおこしたのではなし、かと考えられる。それは，労働生産性の

向上，生産量の最大限の追求を第一とするあまり労働条件の全般的悪化という状況を導いたか

らこそ，労働者の反抗がおこったのである。そのために全ソ連邦労働組合中央会議は，特別決

議において「社会主義競争の官瞭的墜落」を警告し r長時間労働， 休日労働， 賃金率及び割
当の全面的改訂」や「労働法または団体協約に定める賃金率及び基準に違反し，したがって労

働者の状態を低下しようとする全てfめがあることを指摘したのである。

工場技能学校において社会主義競争のとりくみの中で，労働時間の延長，過度の労働強化

などを示す資料を発見していないが，アモ工場技能学校において製品数を 1928年の 7，000から

1929年の 28，000にするという目標35)をみるならば，かなりの労働の緊張が強められるという

ことを予測することができる。

また社会主義競争は個人の利益を第一に考えて排他的な個人主義的な競争を追求するので

はなく，相互の援助と協力安基本とする集盟主義を原理として遂行されるということになって

いる。ところが，そのような原理からみてのぞましからぬ現象があらわれてきたのである。そ

れは第 1に集団的成果を台なしにしうる著しく成績の劣った者をグループからはずすこと，第

2に成綴不振者に対する真に友情のある援助ではなく彼の仕事・作業をかわりにおこない，製

図を藍し，問題を解き，横から教える等の傾向がみとめられること，第3に成緩のよい者から

の成績不振者に対する学習上の援助のかわりに，予想される成果がない時，急速に援助する熱

意をなくすことや教師の成績不振者に対する発問の際に「答えられる訳がなしリという意味か

ら絶望的に手を横に振ることなどが観察されたのである向。

以上のような運動遂行上にあらわれた否定的現象は，学習および労働の成果を短絡的にお

い求めるあまりの当然の結果であり，これらのことの克服にとって，教育者の側からの生徒に

対する正しい指導は強く求められていたので、ある。

註 II

1) J1. C. POra'leBCKalI; COU;HaJIHCTH'leCKOe cOpeBHOBa阻 eB CCCP， HCTOp削 ec!meO'lepKH 1917-
1970 rr.， MocKBa， 1977 r.， CTp. 94. 

2) ITo，[( pe，[(aKU;He註B.IT. KOJIMOrOpOBa， B. M. KOrraJIKHHa H ，[(pymx; 0鴨 pKH沼CTOpHHMOCKOBC!W員
opraHH3au;闇 BJ1KCM，MocKBa， 1976 r.， CTp. 223. 

3) レーエン， r競争をどう組織するかJ，IFレーニン全築J]，大月議活刊，第4板，第26巻， 415ベージ
4) 同上。 424ページ。

5)凡C.POraqeCBCKa毘 COU;HaJI沼町HqeCKOecop邑BHOBaHHeB CCCp， HCTOp訓告CKHeO'lepKH 1917-

1970 rr.， CTp. 96. 

6) TaM >Ke， CTp. 97-98. 

7) KITCC B pe30JIぬU;HlIXH pelIleH沼lIXCb巴3瓦OB，KOH!tepeHU;H註HrrJIeHyMoB UK， T.4， CTp. 265. 
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8) TaM双e.

9) TaM >Ke， CTp. 266. 

10)ヱ場内部の誇単位・築慰問における競争の形態である。それは突き襲五圧 (y瓦apHalI6pHra瓦a)ごとに，生産

過程の改善，主主E量繋の低下，労働・生産規律の向上，労働主主iJIf伎の向上等をめざした。

11) 1 Cもe3.l( no nOJJHTeXHHlJeCKoMy o6pa3oBaHHIO， pe30JJIOUH沼 H nOCTaHOBJJeHHlI， H3.l(. BTopoe， 

MOCKBa， 1930 r.， CTp. 58. 
12) TaM >Ke. 

13)且.且P03.l(OB;“DO.l(roToBKaKBaJJmtHUHpoBaHHbIX pa60lJHX"，況(H3HbPa60可e員立1KOJJbI， 1929 r.， 
N2 6， CTp. 66. 

14)採用された年少者の技能教育への包摂状況は次のとおりである。

1929年4月1日現在

全体 班.JmIATJIJおよ 教育を|包榊
ヱ 場 名 l同年同 |金

受げて

合計数に対す総学校年少者|年長者 いる者
る?も (%) 

ドニェプノレベトロープスク 938 4.4 603 321 89 1，013 94.4 

シェノレジンスキ 名称 618 99 I 717 5.0 468 183 66 717 100 

スタ リン 576 117 684 5.6 345 117 57 519 75.8 

マカイェーフスク 451 104 555 3.7 304 114 17 495 89.2 

ノレイコブ 310 80 390 4.0 265 125 390 100 

マリウボーザスク 306 34 340 3.2 175 128 37 340 100 

アノレチェーフスク 238 76 314 5.7 195 115 310 98.7 

コンスタンチ ノブ 138 30 168 4.8 133 35 168 100 

タカンロ カ引 122 1 123 4.3 110 6 116 94.3 

コミンテノレン名称 124 124 3.9 73 51 124 100 

カ ノレ・ワープクネヒト名称 132 132 3.7 92 40 132 100 

ジニζ ノくりチェ ブスク 84 34 3.7 34 34 100 

ケノレチェイスク 80 42 122 4.1 69 56 122 100 

全 体
718 25，982.29 % 1~5時 52.666 % 4，480 93.8 

(TaM >Ke.) 

15)年度別・技能教育の形態別の教育費の状況は次のとおりである。そして，なおいっそうの教育費の節減が

めざされるのである。

年度

1927/28年度

% 

1929/30年度

% 
1927/28年度
に対する%

! 日一liR 設融石原戸写の
iラスト! 一一| 生徒一人への支i出
金支出 i工場技能 i職業技術 i初日・個人|工場悼曲 i酷世悼術|制日・悩
λ |学校の維 i議溜会の|別技能教育i品悼仏間 i22223t i人別技能
lj守 [維持 |の維持 i f 伏 [嗣腎宏 i教育

219万ノレ 1180万ノレ 127万ノレ-112万ノレー 1450.レ-186.8ノレー I 102.4ノレ
ブリ iーブリ !ブリ lブリ jプヲ |ブリ !ープリ

100% I 82.2% I 12.4% I 5.4% I 

ヲ明ノレ I~呪ル!ヲ子ノレーヴ子ノレー I~うノレー|号j ノレ一目ヲi ル
100% I 80.5% I 12.7% I 6.8% 

107.61空J
(TaM >Ke， CTp. 67.) 
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16) 職員の移動率は 1927/28 年度で 44.5%，半年で 28.0~らである (T邑M iKe. CTp. 68ふまた夜間毅業技術講習
会の生徒の移動率は次のとおりである。職員・生徒の定着率を段大阪にすることがめざされるのである。

半年の悶に採 教育を番号了し種々の理由で終 退学本
:iI二 塁走 名 用された講習 た者の数 了しないで退学

会主主の数 した表の数
(%) 

ドニェプロベトロ フスク 827 250 29.0 

ジェノレジンスキ 名手F 689 271 39.2 

スターヲン 625 10 206 33.0 

7 カイェーフスク 682 109 132 19.3 

マノレヌポーノレスク 564 75 157 27.8 

アノレチェ フスク 393 16 127 32.3 

コンスタンチーノフスク 303 104 34.2 

タカ、ン日 カ、 110 20 18.1 

コミンテノレン名称 113 3 2.7 

カ ノレ・リープク不ヒト名称 369 18 57 15.0 

ヴォイコフ名称 413 33 78 18.8 

ト ブ ス 全体 5，261 261 1，476 28.0 

(TaM)をce.)

17)“XpOH日KaCOUHaJIHCTH可eCKorocopeBHoBaH諸51B φa63aBy可e九万¥H3HbPa60可e詰 WKOJIbl，1929 r.， 

M 5， CTp‘75. ちなみにさ出符の労働者の笠金は 1928年で金工業で年平均703.4(月平均 70.24)ノレーブワ

であった(ソヴェート隣邦閤家計護委長禽編築， 11ソグェート聯ヂs第一次五ヶ年計潔遂行資産資Jj， 267…268 

ベージ)。

18) TaM iKe， CTp. 78. 
19) TaM iKe. 
20) TaM iKe， CTp. 76. 
21) r. HOBHKOB， B. CMblIllJI5IKOB;“o rrOJI沼TH可eCKOM 06JIHKe やa63aBy可HHKaヘ況¥H3Hb Pa60可E員
WKOJIbl， 1929 r.，地 2，CTp. 42. 

22) TaM iKe， CTp. 43 
23) TaM iKe， CTp. 44 

24) M. J1eBHHCKa51涯 E.CBeTJIOBa;“KaK yB5I3aTb pa60Ty IIIKOJIbl H uexoB"， )f(H3Hb Pa60可e註
WKOJIbl， 1929 r.， M 6， CTp. 69. 

25) 行.P. CyxOpyKOB; “nOJIHT沼可eCKH詰 06JIHK φa63aBy耳目狂Ka"，況《路3HbPa60可E設 WKOJIbl， 1929 r.， 

M 6， CTp. 74. 

26)φ. 瓦M沼TpHeB;“OrrblT y司eTa peJIHrH03HOrO COCTOHHHH y可aruHXC耳 ゆ3y"，況《路3Hb Pa60可巴員
立IKOJIbl，1929 r.， N品6CTp. 71. 

27) TaM iKe， CTp. 72. 
28) TaM iKe. 
29) 11. rycToB;“BbITφ邑63aBy可HHKaH IIIKOJIa"， )f(H3Hb Pa60田昌 WKOJIbl，1929 r.， M 6， CT. 77. 

30) TaM iKe， CTp. 78. 
31) TaM iKe. 
32)“XpOHHKa COUHaJIHCTH可eCKorocopeBHoBaHHH B ~a63aBy可e"， CTp. 75. 

33) XVI Cもe3江 BceCO!03HO詰KOMMyHHCT認可eCKO品目apTHH(6)， cTeHorpaφll'leCKH註OT可巴T，CTp. 61. 
34) ソロモン M. シュワノレツ著，松井七長~訳， 11ソ速の労働階級及び労働政策』上，綴松主主主撃底干U，1955年， 193 
ベージ参照。

ポップアも rソ連邦史Jj，第2巻， 1927-1941で，職場において運動の積機的な労働者に反対するおそれが
出てきたり，実際に反対行動があったことも指摘している (108ベージ)。
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35)“XpOHHKa COl.UIaJlHCTH司eCKoroCOpeBHOBaHHs B φa63aBYQe"， CTp. 76. 
36) C. lllHarmp;“口e広oror認可eCKoe 3Ha耳eHHecopeBHoBaHHsヘ況(H3Hb Pa60可e詰 lllKoJlbr，1929 r.， 
N2 5， CTp. 14. 

111. 工場技能学校における職業一総合技術主義の

定立と熱線労働力養成問題

1. 工場技能学校の総合技術化をめぐる問題

(1) 第2盟国民教育問題党協議会と第2回全口シア総合技術教育大会における論議

1929年は労i動力養成事業の原理的前進という点で，少なからぬ意義を有した年度であると

いいうる。すなわち， 労働力養成における狭い職業技術主義か職業一総合技術主義かをめぐる

論議に一定の結論(多分に理念的抽象的傾向をもってはいるが)が出て，さらにそのなおいっ

そうの漣論化と具体化をおしすすめる最初の時期に相当するのである九この 1929年にひきつ

づき 1930 年は第 2 回国民教育問題党協議会 (4 月訪日 ~30 B)，第 1回全口シア総合技術教育

大会 (8 月 10 日 ~16 日)が潤催され，第 1 次五ヶ年計画の遂行のために必要な全ての学校，教

育施設の総合技術化が確認された年度である。これらの大会では当然のこととして，労働力養

成における欠臨の克線となおいっそうの発展のための措置が論議された。

第2盟国民教脊問題党協議会における報告でルナチャーノレスキーにかわって教育人民委員

(文部大臣)に就任したア・エス・ブーブノブ (A.C. Ey6HOB)は， 若干の工場技能学校の教科プ

ランを例にとり，総合技術主義の観点から多くの欠陥を含んでし、ることを指摘した。彼が引用

した教科プランは以下のとおりである。

表-1 教科プランにおける各学科の割合 (%)2)

工場技吉医学校の種類 社会科 一般技術 耳手 F守 普 通 体 予ぎ 生産実習

(1) 熱隠加工工場技能学校 4 7 19 5 65 

(2) 金鼠加工工場技能学校
3 17 9 70 

(社会一政治)

(3) 冷肉加工工場技能学校 3 9 17 5 65 

(4) 模範的とされた工場技能学校 17 19 2 48 

ブーブノブは，工場技能学校が生産ともっとも緊密に結びついた学校であることは正しい

が，生産にあまりに大きな重点がかかつてはならないという主旨を述べ， (1)， (2)， (3)の教科プ

ランよりも (4)の教科プランの方が好ましいとの判断を示した3)。つまり彼は生産教授(実習)

に過大な比重をかけては社会主義建設が必要とするような熟練労働者を養成することができな

いという見解を述べたので、ある。

またブーブノブと品ヌ・ア・スクルィプニク (H.A. CKpbInHHK)の報告をうけての討論の中

で，ガスティェブらが，いまだに生産教授において大きな影響力をもっていて，一連の工場，

企業では中央労働研究所の方法を尽いて短期に労働者を養成している現状を全ソ連邦共産主義

青年同盟(コムソモール)中央委員会のオブチニーコフ (OB明日郎08)は述べ， r工場技能学校
は実際には青年が多くの時間，生産に従事する片寄った学校であるJめという見解は正しくな

いとして，工場技能学校に対するガスティェブの側からの攻撃を厳しく批判した。

ソ連邦最高国民経済会議科学研究部のトレイヴァス (Tpe如 ac)は，若干の経済家たちは労

働者の 90%を工場技能学校ではなく， 2週間， 1カ月，または6カ月の講習会で養成する計画



176 教育学部紀粟第37号

を擁護しており，実際に狭い職業教育がおこなわれ，ガスティェフ主義のあやまりがまたもや

おかされているめと述べ，工場技能学校の存在意義を強調したのであるへ

第1回全戸シア総合技術教育大会において，ア・ぺ・ショーヒン (A.口.lllox間)は『学校

の総合技術化の道と形態』とし、う報告をおこなった。その中で彼は「ポリテフニズムは生産の

技術の学習ばかりでなく，その組織および労働の組織の学習でもあるJ7)ことを強調し，ガステ

イェフはここのところを理解していないと述べたのである。この報告を受けた決議の中で，学

校の全活動における総合技術化の計画の方法をたて，そして工場技能学校がカードルを養成す

る当該工業部門の活発な総合技術的学習を通して，理論と実践の有機的な関係を実際の課題と

してうちたてることが当面必要とされたへ

このように2つの大会によって論議された工場技能学校の総合技術化への接近は，社会主

義工業化にとっての熟練労働者の養成のあり方を大衆的に確認し，そして宣伝する基礎になっ

たのである。そしてこれは後の重工業人民委員部の法令『工場技能学校令』に結実してゆくの

である。

(2) 重工業人民委員部法令 f工場技能学校令Jの制定

1930年の第2四国民教育問題党協議会における論議に示されたような熟練労働力養成の

あり方は， 1932年8月10日の重工業人民委員部の法令『工場技能学校についてJJ(0 l1JKOJIaX 

φa6p即時0-3aBO，2lCKOrOyqeHH羽 CTBa)によって一応の完成をみた。法令は「工場技能学校は職

業技術学校であり， そして一般的生産技能， 政治的知識や専門一技術的知識を有している，ま

た自己の専門で生産的に労撤し，技術，労働および生産のあらゆる変化を急速に習得すること

ができる技術的に熟練し多面的に発達した労働者を養成する」めと工場技能学校の性格づけを

おこなった。

この法令は，工場技能学校が創設時からの一貫した性格規定で、ある熟練労働者を養成する

施設，すなわち職業技術学校であるとの定義をおこなったが，それは，急速に変化しつつある

生産を理解し，そしてそれに適応しうるだけの基礎的な教養をもった多商的に発達した労働者

の養成を予定していたので、ある。このような規定は1920年代の後半から 30年代の初めにガス

ティェフや一部の経済諸機関が要求してきた工場技能学校の教科プラン・教授要自の大騒な削

減，教育期間の 2 ・ 3 週間~6 カ月までの短縮等の主張との教育人民委員部やコムソモール等の

理論的闘争を経て出されてきたものである。ここでは，ただ単に，一つの職種の狭い理解では

なく，その技術的意味をも理解しうる労働者を養成することが確認されたのである。

また法令は，多面的な発達と卒業生の適当な高等教育機関への進学を保障する教育を工場

技能学校が与えなければならないとした向。先の第2掴国民教育関題党協議会は工場技能学校

をテブニグムとともに一般国民教育制度の中に位置つく職業技術学校であると規定した11)。こ

の党協議会決議をうけた形で進学するために必要な程度の普通教育を与えることの必要性を法

令は規定したのである。このことは，大学進学者の労働者・農民の子弟の比率の低下に危機感

をおぼえ， そして労撤者(またはその子弟)がインテリゲンチャー・技師等に自らなってゆく

必要性から出発したと考えられるが，それとあわせて，社会主義教育の理念のーでつある全面

的に発達した人間の育成という観点をも十分に内在化させていることを示しているのである。

2. 工場技能学校の生産教授の「改善j と教育期閣の短縮要求

前節で述べた1930年代初頭の熟練労働者養成原理の定立は，レーニンやクループスカヤの

思想の定着の過程であった。これに基づいて，熟練労働者養成事業の総合技術化が当面の自擦
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となり，その具体化をめぐって，とりわけ生産教授のあり方をめぐる論議が広範におこったの

である。それは生庭教授の重点を教育作業場から職場に移すということ，さらに現行の労働力

養成施設を企業・学校に再編することにかんしてである。

生産教授の重点を教育作業場から職場に移すことが必要で・あるということは，この時期の

生産教授，つまり技術的にも遅れた設備の教育作業場における生産教授に基づいていては技術

的改造がもたらす質的変化に労働者が対応できないとL寸認識に支えられている。生産教授を

遅れた技術的基礎に基づいておこなうのではなく，新しい，より高度な技術的基礎に基づいて

いる現在の生産過程の下でおこなうことが必要であるというのである12)。

またヴェ・ザイツェフ(B.3aau.eB-一一ゴスプラン勤務員)は，現行の大規模化した工場技

能学校においては，それにみあった教育作業場の設置は経済的側面からみても実現不可能であ

ることを示し，年少労働者が教育作業場で一定の訓練を受けた後，職場で一つの作業をおこな

い，次に別の作業に移る中で最新の全生産を学ぶことができ，それは「けっして教育作業場で

学ぶことができないl3)と述べた。彼は教育作業場を廃止するというのではなく，その役割を

今後小さくするということを必要と考えたのである。

以上のような主張に全体として賛意を示しながらも，現状の工場の職場の状況によっては

必ずしも向意できないという見解もあった。 エル・ヴィレンキナ (P.BUJIeHKUHa-ーカードル

研究所児童学グループ主住)は「現在の職場は時として生徒の技能を低下させているJ14)という

状況では問題があるとし，また経済家たちが教育作業場を完全に否定し，生徒を職場に行かせ

る傾向をもっていることを述べ，それを個人別技能教育への回帰で、あり，もうそれは工場技能

校ではないと断定した。さらにデ・シロタ (1l.CUpOTa-一工業インストラクター・テフニク

ム)は特別に選ばれたインストラクターや設備のない金属工業の学校にかんしては， 以上の主

張は「危険な極論J15)であると述べている。しかしながら，生産教授の重点は教育作業場から

職場へ移されることが確認されるのである。

工場技能学校を企業一学校に統合・再編する必要があるという主張比1929年の共産党(ボ)

中央委員会総会 (11月)の決議から発するものとされている16)。この企業一学校は労働と学留が

切り離されず統一された下で，労働者が技術学的過程の本質を理論的に認識し，自分の職場の

経済的意義や生産部門を学び，自分の企業と他の企業との切り離しがたい関係および自国の社

会主義建設の一部分として自己の企業を認識するものであるという性格をもっていた17)。そし

て，それは「生産教授のもっとも完成された形態である J18)という評価を受ける程，高く佼

づけられていたのである。ここでは，生徒が労働者やその他の企業の成員と接触をもち，共に

労働をおこない，社会主義建設に参加してゆくのである。総合技術化ということは，生徒が技

術学的には工場の職場で労働する中で，生皮の技術学的過程を学び，部|育的には労働者と共に

労働し，交流する中で，社会主義建設をおこなう労働者になってゆくものとして理解され，実

践されつつあったのである向。当然のこととして労働力養成事業にかかわる者たちは，企業一学

校への移行を「原射的に議論の余地のないものiO)と，この方向に賛意を示したのである。
また，この時期は以上のような工場技能学校の改革論と王子行して， より短期に労働力養成

をおこなうこと，さらに工場技能学校の教育期間の短縮の要求がおこってくる時期でもあった。

ドニェプルベトロープスクのベトローフスキー名称工場技能学校の常侵委員会において f(わ

れわれは〕五ヶ年計画さと4年でおこなっている。そして工場技能学校の教育期間を半年短縮で

きないかJ21)と学校の管理者たちは主張し，コムソモール書記等の反対にもかかわらず結局，半
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年短縮されたのである。さらに社会主義工業の発展の急速なテンポにカードルの養成が常にた

ち遅れているという状況から， そして労働力養成の基本的な形態である工場技能学校(大衆的

職業学校も含めて)の労働力需要の充足率が最近災い場合でも 30~40% だいたい 20%22) にし

かすぎないということから，比較的短期で，基本的に生産から離れないで養成される別な教青

形態が大きな意義を獲得してくるのであった。

このように 1930年代初頭は一方で労働力養成における総合技術化の思想が浸透してゆく

過程であるのだが，その浸透の方向がよりいっそうの生産との緊密な結合ということを軸に据

える中で企業の要求が以前よりも直線的に具現化してゆく過程でもあったのである。

設 III

1) 1929年の労働力養成事業における職業一総合技術主義の理念的確立については拙稿「ソ主主郊における工場

技能学校の発渓と職業技術教育原理の前進J(北海道火学教育学部紀要，告書 36号， 1980年3月)85-87ベー
ジ'fr'参照されたい。

2) この災は速記録 (BTopoeBCeCOlO3HO巴rrapTH員HoeCOBemaHHe rro HapO且HOMy06pa30BaH路10(arrpeJIb 

1930 ro瓦a)，CTeHOrpa中沼可eCKH蕗 OT可eT，MocKBa， 1931 r.)， 24ベージから作成したものであるo

3) TaM me， CTp. 24. 
4) TaM)置も CTp.54. ガスティェフにかんしては，前掲「ソ連邦におけ』る工場技能学校の発展と験禁技術教

予雪原理の官官進jを参照されたい。

5) TaM )否{e，CTp. 61. 

6) この他にも多くの発言者が工場技能学校に熟練労働者養成の蕊本的形態としての位i登づけを与えている。

たとえば， ベトローフス、キー(I1eTpoBcKlI詰)はがステイエブの方法は熟練労働力の議姿が激しくなって

いる特にとりわけ大きな役割を果すことができるし，また巣さなければならないと設われているが，それ

は社会主義建設ばかりでなく，技術上の孫綴が熟練労働力に提起している新しい妥求な十分に考滋に入れ

ていない考え方であると述べ，工場技能学校の議事ささを説いている (TaMme， CTp. 105-106ふ またロシ
ア共和関設潟留民経済会議のイエゴーロフ (EropOB)も工場技能学校が必要であるかないかということは

問題にならないと述べ，その必要性を強調している (TaMme， CTp. 69.)。

7) A.江田OX聞;“口yTH H やOp附日OJIHTeXHH3a朋 H llIKOJIbI"， 1 C明日 rrorrOJIlITeXHHqeCKoMY 
06pa30BaHHIO， 1930 r.， CTp. 13. 
8)“1、e31ICbI瓦OKJIaぇaT. A. I1. II1oxHHa: <<I1yTlI沼 φOpMbInOJIHTeXHH3aUHH llIKOJIbI>>"， 1 Cもe3瓦ロ0
nOJIHTeXHH可eCKoMy06pa3oBaHHIO， CTp. 38. 
9) A. H. BeceJIoa; I1poφeCClIOHaJIbHO-TeXHH司eCKoe06pa30aaHHe B CCCp， MocKBa， 1961 r.， CTp. 
284. 

10) TaM me. 

11) BTopOe BceCOlO3Hoe rrapTlI員HoeCOBemaHHe rro Hapo広HOMy06pa30aaHHIO (arrpeJIb 1930 roぇa)，

CTeHorp特別企CKH註OTqeT，目p.296.

12)“φa63註ay可HaHoaOM 9Tarre"， )KH3Hb Pa60明晶II1KOJIbI， 1930 r.， N2 6-7， CTp. 1-2. 'fr'参照されたい。

13)“I1pe瓜rrp珂HTHかllIKOJIaHJI泊llIKOJIa-npe，l{npHSITHe7"， )KH3Hb Pa60qe註II1KOJIbI，1930 r.， N2 6…7， 

CTp.55. 

14) TaM双 e，CTp. 56. 
15) TaM 双e，CTp. 57. 
16) エフ・ボチャーチエノレ (φ.Boqa可ep)は 11月総会決議が f実験として，下級・中級・上級のカードノレの養成

が生産における関断なき労働と結びついた 1~2 の企業ー学校安役立することを委託したJ (φ.60可a司ep;

“瓦HpeKT抑制 rrapTHH nJIOXO BbII10JIHHIOTC.H"， Ha rryT.HX K HOBO員llIKOJIe，MocKBa， 1931 r.， .1¥品 4，

CTp.5.)と述べている。

17) TaM me. 

18)日;“φOpMbIrrpoH3Bo，l{CTBeHHOro 06y可eHHR，"Ha rryT.HX K HOBO員llIKOJIe.1931 r.， N2 1， CTp. 63. 
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19) この「企業一学校j論は， 1931年8月25日の共産党(ボ)中央委員会決定『初等・中等学校について.11(0 

HaqaJIbHO誼 H cpe瓦狂e誼II1KOJIe) CHapO.n:HOe 06pa30BaHHe B CCCP， C60pHHK瓦oKyMeHToB1917-
1973 r.r.， MocKBa， 1974 r.， CTp. 156-161.)によって批判された「学校死滅論」の潟導者のシュリギーン

(山YJIbrHH)に高く評鏑されたものであれマノレグス主義教育学協会は「企業一学校」総の友要望日和見主義

を暴露した (H.K. KpyrrcKa5l;“<<Ha rryT5Ix K HOBO員II1KOJIe)) 3a 1931 rO江九日e瓦arorH可告CKHe

CO明日e聞耳， T. 4， MOcKBa， 1962 r.， 416-423.)。
20)中央労働研究所のカ・ロストフスキー(K.POCTOBCKHii)は，このような基本的評価会与えた。(口pe江口・

pH5ITHe-II1KOJIa H羽HII1KOJIa心pe江口pH5ITHe7"， CTp. 56.) 
21) B. 4arrJIHH;“日lKoJIaφa63aBy明日 BocrrHTaHHe pa60可ero-KoMMyHHcTa"，iK即日bPa60可時出KOJIbl，

1930 r.， Ng 8， cpT. 43. 

22) B. POIIlaJI; “Pa60可ee06pa30BaHHe Ha rrpe.n:rrpH5ITHH九Ka.n:pblCOll，H8JIHCT沼可eCKO詰rrpOMblIIlJIeHH-
OCT沼.MocKBa， 1931 r.， N2 4， CTp. 45. 

おわりに

工場技能学校の第1次五ヶ年計額期における計画への適誌の状況について主として述べて

きた。巨大な五ヶ年計画の目標とさらに目標のひき上げに工場技能学校は当面の計闘が必要と

する労働者，そして社会主義建設を遂行しうる政治的にも技術的にも優れた労働者を養成する

たたかいに全力をあげてきた。社会主義建設に闘中が全力をあげて参加してゆく中で工場技能

学校の生徒のとりくみは， 文化一教育戦線の一翼として少なからぬ成果をあげてきた。学校に

おける理論教授・生産教授の改善，生徒一人に要する教育費の節減，労働生産性の向上と製品

の質の向上，さらに規律の向上等々である。これらのことは資本の鉄鎖を断ち切った勤労人民

の権力の下で，社会主義的な集団主義によって達成した成果で、ある。

また 1930年代の初頭は熟練労働力養成原理が 1930年の第2四国民教育問題党協議会と第

1回総合技術教育大会によって確認された総合技術化一一ーポリテフニズム化が完成される時期

である。この時期には，労働力養成に直接的にかかわる雑誌等は様々の学校の総合技術化にか

んする論文等を数多く掲載しているのその一方で，この篠認された原理を修正させることに通

ずる状況が同時に進行しつつあるのであり，それは工場技能学校を生産により緊密に結合させ

るという論理によって，企業の要求にいっそう組み込んでゆくことを意味する。さらに，比較

的短期間の生産から離れない養成がおこなわれるのである。

そして，このような状況は 1933年 9月日日のソ連邦中央執行委員会・人民委員会議決定

『工場技能学校についてJJl)(0 IIIKOJIaXφa6pHQHO・3aBO)lCKOrOy可閉山田TBa)によって具体化し

てゆくのである。決定は工場技能学校が五ヶ年計闘の時期に工業と運輸部門に 50万人以上の

熟練労働者を供給してきたが多くの欠陥があ仏教育期間が過度に長すぎ，単純な専門と複雑

な専門の教育期間が問ーであったり，基本的な専門を犠牲にして隣接の科目安詰め込みすぎ，

若子の技能資格の労働者の養成は需要を超える規模でおこなわれていることを指摘し，最も

要な欠陥は卒業生が生産にとどまるのではなく，ラヴブアーク，テフユクム，高等教育機関に

進んでしまうことであるとした。そして以下のことを定めた。

①卒業生のテフニクム， 高等教育機関への進学を停止し， 卒業生は3年以上生産に従事

することを義務とされる， ②大衆的専門の熟練労働者の教育期間を 2年から半年にする， ③ 

全教授時間の 80%が専門の工作機械での教育にあてられ，残りが専門および関連の理論教育

にあてられるように教科プランと教授要日を 1933年 10月1日までに作成しなおすことを全て

の経済人民委員部に義務づける， ④専門的な学校教育を必要としない部門の労働者(鋲締工，
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ボ…ル綾工，等)と長い準備教育と多くの突i擦の経験を必要とする部門の労働者(工作機械・自

動機械の修理工，ターどン発動機の運転者，等)の養成を止める，こと等である。

これらは，工場技能学校が有していた比較的広い普通教育を大幅に削減し，上級の教育機

関への進学を不可能にするものであり，性格の転換を意味するものである。この後，必要とさ

れる熟練労働者を養成できないため，教育期間が以前のものにほぼ戻り，普通教育科目が増加

することになった。

まさに，こうした政策上の修正は五ヶ年計画が要求する日擦に熟練労働力養成事業を適応

させようとするあまり， 篠認されていた職業一総合技術主義を「軽説J した結果としておこっ

たものと考えられる。統一労働学校における総合技術教育の「軽視j とあいまって職業技術学

校である工場技能学校についても同様のことが指摘しうるのである。

1940年までの国家労働予備家制度への工場技能学校の再編の過程と，織業技術教育におけ

る総合技術教育の具体的・内在的論理の考察は今後の課題としたい。

註おわりに

1) PerneH即日apTHHH npa臨時品目Bano X03班員CTBeHHb!M BOnpoCaM， T.2， 1929-1940 r.， MocKBa， 

1967 r.， CTp. 438-441. 


